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ストックマネジメント計画期間(令和3年度～令和7年度）に機械・電気機器等の改築を43ユニット実施する。令和7年度
までに改築実施率100％を達成することにより、下水道施設を適切に運用できる状態を保持する。
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１．基本情報
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５．事務事業実施にかかるコスト（決算成果説明書と連動）
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終末処理場1箇所、ポンプ場6箇所の機械・電気機器等

４．成果指標（決算成果説明書と連動）

毎年度

年度内に更新したユニット数

３．活動指標（決算成果説明書と連動）
指標名

改築機器ユニット数

根拠法令・条例・
要綱等

飯塚市下水道ストックマネジメント計画

下水道課

その他の計画

概
要

対
象

働きかける
相手・もの

事業開始年度

機器の改築計画達成率

実施手法

白土　哲也

施策体系

下水道施設（終末処理場及びポンプ場）の機械・電気機器等の改築・更新工事を行い、下水道施設を適切に運用できる状態を保持す
る。なお、ポンプ場は、片島ポンプ場、露切・下三緒・目尾汚水中継ポンプ場、芦原・東町雨水ポンプ場である。

企業局 係長

公共下水道事業の推進

実施計画期間 令和3年度～令和7年度

事務事業類型 施設整備事業平成4年度 なし



評価の理由、または認識している課題を記載

  

  

 

６．事務事業の事後評価★

下水道法第３条で公共下水道の管理は市町村が行うものと明記されている。

安定した公共下水道を運用するため、妥当である。

公衆衛生の向上及び公共用水域の水質保全に寄与しているため、妥当である。

一次評価のとおりとする。

二次評価 ⑤コスト・成果ともに現状維持

次年度以降の改善策（課題解決や改革・改善に向けて、予算を含めた具体的な方策）★

改築更新事業を実施することで、処理機能を維持し、水質環境を保全することができて
いる。

有効性
評価

（成果/活動
量）

目標達成度

現在、改築予定のない機器についても、年数が経過するにつれて随時、改築の必要性が
出てくるので、改築計画自体も毎年見直しし、事業を継続する必要がある。

貢献できた

ある

評価区分

一次評価

方向性

評価変更
理由

コスト（人・予算等）を
必要とせず、ただちに実
施できる改善策
コスト（人・予算等）を
必要とし、中⻑期的に実
施する改善策

評価区分
９.今後の事業の方向性と改善策

一次評価
事務事業の方向性

⑤コスト・成果ともに現状維持

ポンプ場の維持管理部門との調整を随時行い、無駄な仮設費等の発生を防ぐことができた。
ポンプ場の改築更新計画の実施にあたり、工法・手法を見直すことで事業費の平準化、工事費の縮減を実施することができた。

計画・設計段階において、コストを最小化しており、実施についても直営で行ってお
り、現状の手段が最適である。

８．今年度評価における成果と課題（決算成果説明書と連動）★

下水処理施設の処理機能を維持するため、令和4年度は電気機器2ユニットを更新することで、目標である改築率を11.63％まで向上する
ことができた。

【
課
題
】

終末処理場や各ポンプ場は老朽化による機能低下が著しく、今後の大規模改築等がさらに必要となるため、計画を作成していくことが
重要である。

【
成
果
】

受益者が負担すべき事業であるため、適正である。

他に類似事業、関連事業がないため、最適である。

施設の長寿命化につながっており、期待される成果は確認できている。なお、休廃止等
により事業が滞った場合、下水を処理できず、放流水水質が公共用水域の水質基準を超
過する恐れがあるため、事業を継続する必要がある。

⑤コスト・
成果ともに
現状維持

次年度以降に予算（コス
ト）を必要とせず、直ちに
実施できる改善策
次年度以降に予算（コス
ト）増を必要とし、中⻑期
的に実施する改善策

終末処理場やポンプ場の維持管理部門との調整を随時行い、無駄な仮設費等の発生を防ぐ。

毎年度、計画を見直すことにより、事業費の平準化、工事費の縮減に努める。

前年度評価★

手段の最適性

余地なし

適正

最適

７．前年度評価時の計画と実績

前年度改善策に対する実績 ★    ※上記の改善策に対して今年度に実施できたこと、などを記入

上位施策への貢献度

事業継続の有効性

達成

妥当

評価視点 評価項目

妥当性
評価

（上位施策/
成果）

市の関与の妥当性

目的の妥当性

対象（受益者）の妥当性

評価

効率性
評価

（活動量/コ
スト）

コスト削減・コスト効率
化

負担割合の適正化

妥当

妥当

前年度記載した改善策（課題解決や改革・改善に向けて、予算を含めた具体的な方策）★

終末処理場やポンプ場の維持管理部門との調整を随時行い、無駄な仮設費等の発生を防ぐ。

毎年度、計画を見直すことにより、事業費の平準化、工事費の縮減に努める。

縮 小
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